
（別紙）  平成21年度児童厚生施設等整備費交付要綱新旧対照表案  

改  正  後  現  行  

別 紙  

児童厚生施設等整備費交付要綱   

（通 則）1～4（略）   

（交付の対象）   

5．この補助金は、次の事業を交付の対象とする。  

（1）設置運営要綱に基づき都道府県が設置する大型児童館の施設整備   
（2）設置運営要綱に基づき指定都市及び中核市が設置するB型児童  

館、小型児童館、児童センター及び3の（2）に定める放課後児  
童クラブ室の創設のための施設整備   

（3）設置運営要綱に基づき市町村（特別区を含み指定都市及び中核  
市を除く。以下同じ。）が設置するB型児童館、小型児童館、児  
童センター及び3の（2）に定める放課後児童クラブ室の創設の  
ための施設整備に対し、都道府県が行う補助  

（4）設置運営要綱に基づき社会福祉法人、瑚  
団法人、特例社団法人、及び特例財団法人（以下「社会福祉法人  
等」という。）が設置するB型児童館、小型児童館、児童センタ  
ー及び3の（2）に定める放課後児童クラブ室の創設のための施  
設整備に対し、都道府県、指定都市又は中核市が行う補助  

別 紙  

児童厚生施設等整備費交付要綱   

（通 則）1～4（略）   

（交付の対象）   

5．この補助金は、次の事業を交付の対象とする。  

（1）設置運営要綱に基づき都道府県が設置する大型児童館の施設整備   
（2）設置運営要綱に基づき指定都市及び中核市が設置するB型児童  

館、小型児童館、児童センター及び3の（2）に定める放課後児  
童クラブ室の創設のための施設整備   

（3）設置運営要綱に基づき市町村（特別区を含み指定都市及び中核  
市を除く。以下同じ。）が設置するB型児童館、小型児童館、児  
童センター及び3の（2）に定める放課後児童クラブ室の創設の  
ための施設整備に対し、都道府県が行う補助   

（4）設置運営要綱に基づき社会福祉法人及び民法（明治29年法律  
第89号）第34条の規定により設立された法人（以下「社会福  
祉法人等」という。）が設置するB型児童館、小型児童館、児  
童センター及び3の（2）に定める放課後児童クラブ室の創設の  
ための施設整備に対し、都道府県、指定都市又は中核市が行う補  

助   

（整備補助の対象外）6（略）   

（交付額の算定方法）   

7．この補助金の交付額は、次により算出するものとする。  
ただし、算出された額に1，000円未満の端数が生じた場合には、  

これを切り捨てるものとする。  

（1）～（4）（略）  

なお、前年度からの継続事業において、別表の第4欄（3、4、   
第2欄の区分が拡張であるもののうち第4欄の2及び第2欄の区分  

（整備補助の対象外）6（略）   

（交付額の算定方法）  

7．この補助金の交付額は、次により算出するものとする。  
ただし、算出された額に1，000円未満の端数が生じた場合には、   

これを切り捨てるものとする。   

（1）～（4）（略）  

が大規模修繕であるもののうち第4欄の2を除く。）に定める基  
額を算定する場合には、平成19年度の単価を適用する。  
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改  正  後  

（交付の条件）  

8．この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。   

（1）～（10）（略）  

（11）この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複して、お年玉  
付き郵便葉書等寄付金配分金、又は、日本自転車振興会又は日本  
小型自動車振興会若しくは日本船舶振興会の補助金の交付を受け  

てはならない。   

（12）～（14）（略）   

（申請手続）9～（その他）16（略）   

（交付の条件）  
8．この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。   

（1）～（10）（略）  
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（12）～（14）（略）  

（申請手続）9～（その他）16（略）  



改  正  後  現  行   

別表  別表   
三  吐  抜  き≒  算  元巨  基  準  

1区分  2整備区分  3 種 目  4  基  準  額   5  対 象 経 費  1区分  2整備区分  3 種 目  4  基  準  額   5  対 象 経 費  

施  設  創  設  工事費  1 施設の種類ごとに次に掲げる額   児童厚生施設等の施設整    施  設  創  設  工事 費  1施設の種類ごとに次に掲げる額   児童厚生施設等の施設整  
整備費  及  び  （1）大型児童館   備に必要な工事費又は工事    整備費  及  び  （1）大型児童館   備に必要な工事費又は工事  

改  築  ア A型児童館   請負費及び工事事務費（工  改  築  ア A型児童館   請負費及び工事事務費（工  
厚生労働大臣が承認した面積（ただし、  事施工のため直接必要な事  厚生労働大臣が承認した面積（ただし、  事施工のため直接必要な事  

都道府県の人口規模により、付表1に掲  務に要する費用であって、  都道府県の人口規模により、付表1に掲  務に要する費用であって、  
げる補助基準面積の範囲内で、2，000平  旅費、消耗品費、通信運搬  げる補助基準面積の範囲内で、2，000平  旅費、消耗品費、通信運搬  
方米以上のもの。）に1平方米当たり基  費、印刷製本費及び設計  方米以上のもの。）に1平方米当たり基  費、印刷製本費及び設計  
準単価些且』些円（実1平方米当たり基  監理料等をいい、その額は  準単価356，800円（実1平方米当たり基  監理料等をいい、その額は  
準単価に満たないときは実1平方米当た  工事費又は工事請負賛の  準単価に満たないときは実1平方米当た  工事費又は工事請負費の  
り単価とする。）を乗じて得た額。   2．6％に相当する額を限  り単価とする。）を乗じて待た乳   2．6％に相当する額を托艮  

イB型児童館（1．500平方米以上）  度とする。以下同じ。）  イB型児童館（1，500平方米以上）  度とする。以下同じ。）  
607，724千円  535，414干円  

（ただし、A型児童館と併設する場合に  （ただし、A型児童館と併設する場合に  
は厚生労働大臣が承認した額とする。）  は厚生労働大臣が承認した額とする。）  

（2）′ト型児童館（217．6平方米以上）  （2）′ト型児童館（217．6平方米以上）  
蔓 j 

都市部で児童館用地の取得が困難と認  ＿ 
められる場合等（163，2平方米以上）  められる場合等（163，2平方米以上）  

旦ヱ」j 23，826千円  

（3）児童センター（336．6平方米以上）  （3）児童センター（336，6平方米以上）  
亘 46，859千円  

ただし、大型児童センター（500平方  ただし、大型児童センター（500平方  
米以上）については、次に掲げる額。  米以上）については、次に掲げる額。  

ヱ旦」旦j 62，516千円  

（4）放課後児童クラブ茎（（2）、（3）の整備  （4）放課後児童クラブ室（（2）、（3）の整備  
とは別に整備する場合に限る。）  とは別に整備する場合に限る。）  

遥 12，500千円  

21の（2）、（3）の整備の際、放課後児童ク  21の（2）、（3）の整備の際、放課後児童ク  
ラブ塞（31．8平方米以上）を設ける場合、  ラブ重（31．8平方米以上）を設はる場合、  
次の額を加算する。  次の額を加算する。  

旦」 3，981千円  

31の（1）、（2）及び（3）の整備の際、初産  31の（1）、（2）及び（3）の整備の際、初度  
設備を施設と一体的に整備する場合、次の  設備を施設と一体的に整備する場合、次の  
額を加算する。  額を加算する。  
（1）大型児童館については、1施設当たり  （1）大型児童館については、1施設当たり  

113．947干円  100，389干円  

（2）小型児童館及び児童センタ㌧一について  （2）小型児童館及び児童センターについて  
は、1施設当たり 旦⊥」L之旦千円  は、1施設当たり 2，469千円  
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現  行  

大型児童センターについては、1施設  

当たり  4，462千円   

4 平成2年8月7日厚生首発児第123号   
「児童館の設置ユ垂嘗について」〔7）第4の1   

グ〕（3）のアJ〕（イ）及び2の（3J（乃ア   

の（エ）に規定する移動型児童館用車両を   

整備する場合  上限3，6日2千円   

5 平成3年11月25日社施第 ユ2ユ号「都市部   
における社会福祉施設の整備叫足進につい   

て」に定める既設社会福祉施設用地有効活   

用改築促進制度に適合する整備を行う場合   
には、1の施設〝）種糟ごとに掲げる額に  

108を乗じて得た額とする。   

1 厚生労働大臣が承認した面積（ただ」、   
本文の4の表拡張の欄（1）の場合119 平方   
米を限度とL、同価（2′）の場合3ユ．8平方米   
を限度とする。）に付表2に掲げる1平方   
米当たり基準単価（実1平方米当たり単価   
が、1平方米当たり基準単価に満たないと   

きは実1平方米当たり単価とする。）を乗   
じて得た寄貞。   

2 既存の小型児童館又は児童センター（大   
型児童センターを除く。）で年長児重用設   

備を施設と一体的に整備する場合、次の額   

を加算する。   
1施設当たり  4，462干円  

大型児童センターについては、1施設  

当たり  5，065千円   

4 平成2年8月7日厚生省東児第123号   
「児童館の設置運営について」の第4（7）1   

の（3）のアの（イ）及び2の（3）のア   

の（エ）に規定する移動型児童館用車両を   

整備する場合  上限旦」▲土ヱ旦千円   

5 平成3年11月25日社施第121号 r都市部   
における社会福祉施設の整備のイ足進に／」い   

て」に定める既設社会福祉施設用地有効活   

用改築促進制度に適合する整備を行う場合   
には、1C7ノ施設の種類ことに掲げる額に  

1，03を乗じて得た額と十る。   

1 厚生労働大臣が承認した面積（ただし、   

本文の4の表拡張の欄（＝の場合119平方   
米を限度とし、同湖（2）の場合3i8平方米   
を限度とするu）に付表2に掲げる1平方   
米当たり基準単価（実1平方米当たり単価   
が、1平方米当たり基準単価に満たないと   

きは実1平方米当たり単価とする。）を乗   
じて得た額。   

2 既存の小型児童館又は児童センター（大   
型児童センターを除く。）で年長児童用設   

備を施設と一体的に整備する場合、次の額   

を加算する。  

車両の絹入費及び改装葉   車両の購入費及び改装費   

拡張に必要な工事費又は  

工事請負費及び工事事務費   
拡張に必要な工事費又は  

工事請負費及び工事事務費   

5，101千円  1施設当たり   

大規模修繕に必要な工事  

費又は工事請負費及び工事  
事務費   

大規模修繕に必要な工事  

費又は工事請負費及び工事  
事務費  

1 厚生労働大臣が必要と認める額とする。  
ただし、第5棚に定める対象経費の実支   

出額（以下「実支出額」という。）がこれ   

に満たないときは、実支出額とする。   

2 既存の小型児童館又は児童センター（大   
型児童センターを除く。）で年長児童用設   

備を施設と一体的に整備する場合、次の額   

を加算する。   
1施設当たり  4，462千円  

1 厚生労働大臣が必要と認める額とする。   
ただし、筍5棚に定める対象経費の実支   

出額（以下「実支出額」という。）がこれ   

に満たないときは、実支出額とする。   

2 既存の小型児童館又は児童センター（大   
型児童センターを除く。）で年長児重用設   
備を施設と一体的に整備する場合、次の額   

を加算する。   
1施設当たり  5，101千円  



改  正  後   現  行   

付表1（略）  付表1  

都道月守県人口規模iこよる孝甫助基準面季責  

都道府県の人口規模 補助基準面積の上限  

100万人未満  3．000平方米  
100万人以上300万人未満  41000平方米  
300万人以上500万人未満  6．000平方米  
500万人以上700万人未満  8，000平方米  
700万人以上 10，000平方米  

付表2  付表2   
1平二万米当た り基準単価   1平方米当た り基準単価   

単  価  備  考  単  価  備  考  

142・800円  124・900円  
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平成21年度児童環境づくり基盤整備事業費補助金実施要綱 新旧対照表（案）  

改  正  案  現  行  

児発第 3  

平成9年  
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第三次改正 雇児発第4 2 2  

平成13年6月26   

第三次改正 雇児発第  

平成13年6月26   目
 
 

第四次改正 雇児発第0510003号  
平成14年5月10日  

第五次改正 雇児発第0401015号  
平成15年4月1日  

第六次改正 雇児発第0331031号  
平成17年3月31日  

第七次改正 雇児発第0331035号  
平成18年3月31日  

第八次改正 雇児発第1002003号  

第四次改正 雇児発第0510003号  

平成14年5月10日  

第五次改正 雇児発第0401015号  

平成15年4月1日  
第六次改正 雇児発第0331031号  

平成17年3月31日  

第七次改正 雇児発第0331035号  

平成18年3月31日  

第八次改正 雇児発第1002003号  

平成18年10月2日  

第九次改正 雇児発第0507002号  

平成19年5月7日  
第十次改正 雇児発第0331023号  

平成20年3月31日  

平成18年10月2  

第九次改正 雇児発第0507002  

平成19年5月7  
第十次改正 雇児発第0331023  

目
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第十一次改正 雇 児 発 第  
平成※年※  

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿  
中核市市長  

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿  
中核市市長  

厚生省児童家庭局長  厚生省児童家庭局長  
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現  行  改  正  案  

児童環境づくり基盤整備事業の実施について  

少子化や核家族化の進行、都市化の進展、地域社会の子育て機能の低下等に伴う育  

児不安、多様な人間関係を経験する機会の減少など、子どもや家庭を取り巻く環境の  

変化を踏まえ、児童が健やかに生まれ育つための児童環境づくりの基盤整備を総合的  

に推進するため、別紙のとおり「児童環境づくり基盤整備事業実施要綱」を定め、平  

成9年4月1日から実施することとしたので、本事業の適正かつ円滑な実施を期せら  

れたく通知する。   

なお、本通知の実施に伴い、本職通知平成4年5月18日児発第513号「都道府  

県児童環境づくり対策事業の実施について」、本職通知平成6年6月23日児発第6  

10号「子どもにやさしい街づくり事業の実施について」、本織通知平成元年5月2  

9日児発第401号「家庭支援相談等事業の実施について」及び本職通知昭和61年  

8月30日児発第727号「児童福祉事業適正化対策特別事業について」は廃止する。  

児童環境づくり基盤整備事業の実施について  

少子化や核家族化の進行、都市化の進展、地域社会の子育て機能の低下等に伴う育  

児不安、多様な人間関係を経験する機会の減少など、子どもや家庭を取り巻く環境の  

変化を踏まえ、児童が健やかに生まれ育つための児童環境づくりの基盤整備を総合的  

に推進するため、別紙のとおり「児童環境づくり基盤整備事業実施要綱」を定め、平  

成9年4月1日から実施することとしたので、本事業の適正かつ円滑な実施を期せら  

れたく通知する。   

なお、本通知の実施に伴い、本職通知平成4年5月18日児発第513号「都道府  

県児童環境づくり対策事業の実施について」、本職通知平成6年6月23日児発第6  

10号「子どもにやさしい街づくり事業の実施について」、本職通知平成元年5月2  

9日児発第401号「家庭支援相談等事業の実施について」及び本職通知昭和61年  

8月30日児発第727号「児童福祉事業適正化対策特別事業について」は廃止する。  

句  

別 紙  

児童環境づくり基盤整備事業実施要綱  児童環境づくり基盤整備事業実施要綱  

1 目 的 ～ 3 事業の実施方法等   （略）  1 目 的 ～ 3 事業の実施方法等   （略）  

L一乍丁一「ニゴ♭」エ1L、、じ  ‾へ－ 血．′し脛マr －  ● ＝，‾‾1こ瓦′∵㌧∴チ，ニ－■   



改  正  案  現  行  

別添1  

児童環境づくり推進機情事業実施要綱   

1趣 旨 ～ 2 実施主体 （略）   

3 事業内容   

（1）～（3）  （略）  

（4）子育て環境づくりに資する地域の実情に応じた取組   

別添1  

児童環境づくり推進機情事業実施要綱   

1趣 旨 ～ 2 実施主体 （略）   

3 事業内容   

（1）～（3）  （略）  

削 除  

次世代育成支援対策等を踏まえ、地域の実情に応じた先駆的な子育て支援事  

業であって、その成果等を他の都道府県に向けて発信・普及することができる  

取組を実施する。   

5 事業実施の手続き   

本事業を実施しようとする場合は、毎年度、嘲こ協議   

を行うものとする。  

削 除  

巨 留意事項   （略）   

7 費用   （略）  

旦 留意事項   （略）   

5 費用   （略）  

別添2 児童育成事業推進等対策事業実施要綱   （略）  別添2 児童育成事業推進等対策事業実施要綱   （略）  

健全育成推進事業実施要綱  児童ふれあい交流支援事業実施要綱  

1趣 旨  1趣 旨   
市町村が実施する「児童ふれあい交流促進事業」を推進することにより、児童の  児童の健全育成の場で働いている職員等に対して研修を行うことにより、児童の   



現  行   改  正  案  

朝子でのふれあい、様々な人との出会い、地域の仲間づくりを促進し、子育て家   

庭の支援や児童の健全な育成を図るものである。   

2 実施主体   （略）   

3 事業内容   

中・高校生力攣＿幼児と出会いふれあう機会を提供するために市町村が実埠する  

躯絵等の運  

営や啓発活動、情報提供、研究等を実施する。  

健全育成の充実を図るものである。  

2 実施主体   （略）   

3 事業内容   

実施主御ま、仰   

H） 地域子育て環境づくり支援事業  

地域における子育て支援柳推児童委員  

を含む）等に対して、基祁勺卿瑚修及び  
地域における子育て支援活動を嘩施する  

事業、また、抑こ幅広く児童委員等の括動を知ってもらうこ  
とを目的として、児童委員等を細ナ一等を実施  

する事業。  

主て■  

（2） 児童ふれあい交流支援事業  

中・高校生が乳幼児と出会いふれあう機会を提供するために市町村が実権   

する倒置する   

拉適ノェ⊥ 

4 留意点 ～ 5 費用   （略）  4 留意点 ～ 5 費用   （略）  

別添4 民間児童館活動事業実施要綱   （略）  別添4 民間児童館活動事業実施要綱   （略）  

別添5 児童福祉施設併設型民間児童館事業実施要綱  細か  別添5 児童福祉施設併設型民間児童館事業実施要綱   （略）  

別添6 児童ふれあい交流促進事業実施要綱   （略）  

J巧こ    ‾  T、   
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現  行  改  正  案  

地蹄   

卜趣 旨   

些或における子育て支援活動が強化されるよう、児童委員（主任児童委員を含む）   筆纏L   
2 実施主体   

本事業の実施主体は、都道府県、指定都市及び中核市とする。   
ただし、事業の全部又は琳紐法人、財   

団法人等に委言毛することができるものとすな   

3 事業内容   

廻動こおける子育て支援活動が強化されるよう、児童委員（主任児童委員を含初  
等に対して、墓碑惟及び地租こ耕ナる子  
育て支援活動を継椀矧こ細城の子育  

て家庭に幅広く児童委員等の活動を知ってもらうことを目的として、児童委員等堂  
講師として招いての子育てセミナー等を実施する。  

5 費 用  

都如こ対して、国は帥こ定めるところ  

により補助するものとする。  

別捧旦 地域組織活動育成事業実施要綱   （略）  別添8 地域組織活動育成事業実施要綱   （略）  

別添7 児童ふれあい交流促進事業実施要綱   （略）   （削除）  



現  行  改  正  案  

別範旦  

地域子育て支援拠点事業実施要綱   

1趣旨   

少子化瑚環境が   

大き碑や地矧こおける子育て機能の低下や子育て中の親の孤   
独感や不安感の増大等といった問題が生じている㌢   

このため、地域において子育て親子の交流等を岬置を   

推進することにより、地或甲子育て支援機能の充実を図り、子育ての不軍感等を   

緩和し、子どもの健やかな育ちを促進することを目的とすも   

2 実施主体 ～ 4 事業内容   （略）  

●  

5 実施要件  

（1）ひろば型   

① 基本機能   （略）  

② 出張ひろばの実施  

4の（1）から（4）に加えて、ひろば型を開設している実施主体から委託  

を受けた社会福祉法人等は、地域噂持  

を活用して、ひろば型と同様の事業を実施する出張ひろばの碑極約な開設に努  

壁ゆこと。  

ア髄  

上」  

イ 出張ひろばは、開設年度の翌鋤  

いて実施すること。  

ウ ひろば型の職員が、必ず1名以上、出張ひろばの職員を兼務すること。  

別準旦  

地域子育て支援拠点事業実施要綱   

1趣旨   

軸者が相   

互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報り曜供、助言その他   

⊥基地±」 

等を緩和し、子どもの健やかな育ちを促進することを目的とする。  
■ヰ1  

2 実施主体 ～ 4 事業内容   （略）   

5 実施要件  

（1）ひろば型   

① 基本機能   （略）  

（∋ 機能拡充型  

市町村から委細敵性人等は、子育   

て支援活動の展開による機能拡充を図るため、以下のア～エ卿   

聯且を紳   

機関や子育て支援活動を行っているグ／レー柳ク化を図り、連携し   
ながら、躯   

ア ひろばの開設場所G卿城  
密着型及び封助郷こ準じた事業   

イ凋連  

業又はこれに準じた事業  
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現  †丁  改  正  案  

エ 実施蜘こ変更することも差し   

支えない。ただしその執岬己   

慮するこヒ   

オ その他、事業の細とす  

●  

③ 地域の子育て力を高める取組の実施   （略）  

ウ 雌戸訪問事業又は養育支援訪問事業  
羊そ側臥市町梢虫自躯ち、市   

町村がひろば型の活動の充実に資すると認めた事業  

③ 地域の子育て力を高める取組の実施   （略）  

出張ひろばの実施   

⊥二 

祉法人等は、地或の実情やニーズにより常設のひろばを開設することが困難な  
事情力痢等を活用して、ひろば型とl司様の事業を実施  
する出張ひろばの積極的な開設に努めるこじ  Z麻こ   

上」  

加減の対青を踏まえ、ひろば型への移行を些   
めることを念頭において実施するこヒ  ウ ひろ醜こと0  

三歯  

車幽利働生矧こ上知聖   

摩するこじ  

オ その他、事業の細こついては、ひろば型と同様とす   

る。  

（2）センター型   （略）   

（3）児童館型   

① 基本機能  

ア 実施場所   （略）   

（2）センター型   （略）   

（3）児童館型  

（D 基本機能  

ア 実施場所   （略）  



現  行  改  正  案  

イ 開設日数等  

原則として、鰊  

噛も  

に、一般甥塵紙碑」用時間も考慮して設定すること。  

り 職員の配置   （略）  

② 地域の子育て力を高める取組の実施   （略）   

6 留意事項 ～ 8 費用   （略）  

イ 開設日数等  

紳配慮し、原則として、週3日以上、かつ1日  

3時間以上開設すること。ただし、夏休み等の長鱒、ては、‾  
址軋揖 

ウ メ敵員の配置   （略）  

② 地域の子育て力を高める取組の実施   （略）   

6 留意事項 ～ 8 費用   （略）  

■・∃。  
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